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「神戸づくりの指針」の全体構成の考え方
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「神戸づくりの指針」構成の概要

（はじめに）
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一人ひとりの能力の発揮
人と人とのつながりを生かした

地域の主体的な取り組み
新たな価値・神戸らしさ
の創造・世界への発信

ﾊﾟｰｿﾅﾙ ﾛｰｶﾙ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

ともに取り組む神戸づくり

○「神戸づくりの指針」の考え方（概念図）

めざす将来の姿

潮流・課題

神戸づくりを支える都市空間

現状および将来の課題

取り組み

支えるしくみ

案①くらし・経済をまもる

案②くらし・経済を再建する

案③くらし・経済を再生する

次世代のまちをつくる

（人）

持続可能なまちをつくる

人財が集い・交わり・活きるまちづくり ← デザイン都市・神戸の実現

くらし・経済の基盤を
固める
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4

指針は「15年間での取り組みの方向性」を示すものではあるが、現況の社会経済情勢を踏まえると、特に

市民の生活不安の解消や疲弊した産業の立て直しに早急な取り組みが求められている。

第１部 2025年の神戸のまち

第３部 くらし・経済の基盤を固める

第４部 次世代のまちをつくる

第７部 ともに取り組む神戸づくり

○「神戸づくりの指針」の構成案

各部の主な内容

日本・世界および神戸をとりまく社会潮流等、 人口推計、
指針構成にあたっての基本的な視点

構 成

高齢者・障害者・児童福祉・健康・医療・消費
住宅困窮者対策・雇用・ワークライフバランス
商業・農漁業・工業・観光・神戸港・神戸空港

ＵＤ・子育て・教育・文化・生涯教育・ｽﾎﾟｰﾂ・大学連携・「知」の集積

協働と参画、各主体の役割分担・行政のしくみ
地域支援・ 区の計画・地域主権（広域行政、大都市制度）

序論 指針の策定について
歴史（「協働と参画」の進展、医療産業都市・ﾃﾞｻﾞｲﾝの取り組み）
基本計画・指針の策定趣旨、構成

第２部 くらし・経済・まちづくりの課題 厳しい神戸の現状（審議会等の意見を整理）

第６部 神戸づくりを支える都市空間
都市空間の全体像、土地利用、交通環境、
地域主体のまちづくり、 リーディングエリア

第５部 持続可能なまちをつくる 安全（防災・防犯）・美しく魅力あるまち・低炭素社会

むすび 人財が集い、交わり、活きるまちづくりへ
～「デザイン都市・神戸」の実現～

「人財」の集積、能力発揮・向上や交流促進の仕組みづくり、
「デザイン都市・神戸」の実現による都市魅力の向上
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各部の内容
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（１） 「協働と参画」の取り組み～神戸の歩み～

平成７年10月 第４次神戸市基本計画策定（区別計画は８年３月）

・「協働」理念、行政主導・開発型の計画からの転換期

キーワード：「安全・安心」、「健康」、「交流・融合」

復興計画、復興の総括・検証

阪神・淡路大震災の復旧・復興の経験

序論 指針の策定について①

昭和52年「市民の福祉をまもる条例」

・「自立と連帯」を基本理念とする先駆的な条例

・「山と海」の豊かな自然、幕末開港以来の進取の気風

平成７年１月 阪神・淡路大震災

平成17年６月 新たなビジョン（神戸2010ビジョン、区中期計画）策定

基本姿勢：協働と参画のまちづくり
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（２） 基本計画の構成、位置づけ

序論 指針の策定について②

総合基本計画

新・神戸市基本構想（平成５年９月策定）

平成37年（2025年）に向けた都市づくりの最高理念
基本理念「世界とふれあう市民創造都市」

実現

基本計画

神戸づくりの指針（～2025年）

平成37年（2025年）に向けた長期的な神戸づくりの方向性を示す指針

反
映

実
現

連
携

重点施策計画

2015年度を目標年次とする５
年間の実行計画

連携

各区計画

区の将来像（～2025年）

2015年度を目標年次とする５年
間の計画

連携・相互補完

行財政経営計画
部門別計画
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(1) 少子・超高齢化の進行（人口減少社会の到来）

・日本は、平成17年に人口減少局面に入った。

・生産年齢人口の減少と高齢者人口の増加。

第１部 2025年の神戸のまち①

１ 神戸を取り巻く社会・経済の動き
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○神戸市の人口動向

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成20年

全市人口 1,477,410 1,423,792 1,493,398 1,525,393 1,534,157

自然増減 +4,104 -2,488 +2,314 -5 -513

社会増減 +7,638 -44,353 +6,607 +4,950 +3,823

出生率 神戸市 9.67 9.03 9.01 8.22 8.40

全 国 10.41 9.83 9.68 8.73 8.68

注）増減は前年比。出生率は人口千対１ 人口の推移（自然増減・社会増減・出生率）

２ 将来人口推計（年齢構成）

・神戸市の推計人口（21年11月現在） 1,537,515人 ＝過去最高値を更新。

しかし、①長期的には日本全体での人口減少は避けられず、神戸市でも人口減少の可能性が高い。
②既に高齢化率は、他の政令市と比較しても高い部類にある（12都市中３番目）。

出典：神戸市企画調整局総合計画課調べ 出生率については総務省統計局「人口推計月報」

出典：平成17年までは国勢調査、平成22年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計値（中位推計）

第１部 2025年の神戸のまち②

年齢階層別人口【全市】
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(2) 経済のグローバル化の進行
・ICTや物流の発達、新興国の台頭等により経済活動のグローバル化が進行。

・金融工学の発達、投資のボーダレス化などにより、サブプライム問題による世界同時不況な
ど、世界の経済状況が市民生活へ直接影響。

1.7

9.0

6.4

-5.4

-0.7
2.3

8.59.0

13.0

5.4

7.3

9.4

-10

-5

0

5

10

15

2007年 2008年 2009年 2010年

日本

米国

ドイツ

フランス

イタリア

英国

中国

インド

ブラジル

ロシア

各国の経済見通し（実質GDP成長率（％））

出典：外務省経済局「主要経済指標」（2009年11月）

日本

第１部 2025年の神戸のまち③
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(3) 地球温暖化防止の取り組み
・京都議定書による温室効果ガス削減に向けた各国での取り組み

（1990年比△６％（ＥＵ△７％、米国△８％））⇒達成には厳しい状況
・日本の削減目標の設定（1990年比で2020年までに△25％）
・「ＣＯＰ15」での国際的枠組みの動向

アメリカ 2020年までに17％削減（2005年比）

欧州連合（ＥＵ） 2020年までに20～30％削減（1990年比）

日本 2020年までに25％削減（1990年比）

中国 2020年までにGDP当たり40～45％削減
（2005年比）

インド 2020年までにGDP当たり20～25％削減
（2005年比）

ロシア 2020年までに25％削減（1990年比）

出典：全国地球温暖化防止推進センターウェブサイトより

主な国の温室効果ガス削減目標

出典：新聞報道による

第１部 2025年の神戸のまち④
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(4) 大都市における課題
・平成19年の地方分権改革推進法の施行を起点とした地方分権への取組み。

・新政権による「中央集権⇒地方への分権」から「地域主権⇒地域からの発信」への方向転換。
一方で、
・必要な税配分がなされていないことによる構造上の問題。

地方の歳出規模と地方税収入に大きな差があり、役割に応じた税源移譲が必要となっています。
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国・地方における租税の配分状況(平成21年度)

第二期地方分権改革

国５：地方５
国と地方の新たな役割分担
に応じた「税の配分」

総額 84兆  15億円

税の配分

税の配分の
抜本的な

是正が必要！

さらなる
税源移譲

 地方交付税 16兆5,733億円
 地方譲与税   1兆4,618億円
 国庫支出金 10兆3,016億円
 国直轄事業
負担金等　 △1兆  323億円

第１部 2025年の神戸のまち⑤

出典：大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（平成22年度）
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①市民一人ひとりが能力を発揮するまち

②人と人とのつながりを活かした地域主体のまち

③新たな価値と神戸らしさを世界へ発信するまち

・さまざまな障害（身体的、経済的、社会的、等）を乗り越え、個人が持てる能力を伸ば
し活かすことができるまちへ

・「きずな」を活かし、自律的なしくみを持って地域がさまざまな課題を解決するまちへ

・神戸のもつポテンシャルを発揮し、国内のみならず海外に対しても発信力のある
まちへ

第１部 2025年の神戸のまち⑥

第４部 次世代のまち
をつくる

第５部 持続可能な
まちをつくる

民・学・産と行政の
協働による取り組み

めざす姿

２ 神戸づくりの指針の構成の視点

第３部 くらし・経済
の基盤を固める
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第2部 くらし・経済・まちづくりの課題（市民生活部会意見まとめ）①

１ くらしの課題①

【福祉】 ・「必要とされ、能力を発揮すること」で尊厳をもって生きられるという視点が必要。

・行政とNPO等の相互補完関係の構築。

・「高齢者・障害者」と一概に論じるのではなく、個人の状況に応じた支援の必要性。

・社会的企業等による、積極的な就労の場づくりの促進。

【健康・医療】 ・救急医療のさらなる充実の必要性。

・自殺対策、若年無業者対策など「心の健康」の問題の深刻化。

【消費】 ・相談機能に加え、検査機能の充実。

・中古住宅の安全・安心の確保。

【子育て】 ・小中学生の頃からの「子育てに対する肯定的な感情（育児性）」や、思いやりの心、社
会規範意識等の醸成。

・家庭における子育てを基礎とした、社会全体のサポート。

・幼稚園・保育所と、地域・NPO等とのネットワークの強化。

・児童虐待防止や病児・病後児サポート等の重要性。

・障害児に対する地域の理解促進、窓口の専門性の向上。

【教育】 ・防災・環境・国際理解など特色ある教育の推進。

・心の教育の充実。

・家庭や地域など、社会全体で教師を支えることが必要。

・NPOとの連携による学童保育の充実など、多様な主体による教育。
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第2部 くらし・経済・まちづくりの課題（市民生活部会意見まとめ）②

１ くらしの課題②

【生涯学習・ｽﾎﾟｰﾂ】 ・いくつになっても学べる学習機会づくり。

・生涯学習の成果を地域活動に還元する成果の明確化。

・市民のスポーツへの積極的な参加促進

・スポーツイベントの誘致による「みるスポーツ」の振興。

【防災・防犯】 ・防災福祉コミュニティの活動範囲についての検討。

・民間が主体となった、震災の教訓の継承・発信。

・地域における防犯の取り組みの重要性。

【ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会】 ・地域に根づいたユニバーサル社会づくりの重要性。

・制度やしくみ面からの、UDのさらなる推進。

・外国人にとってくらしやすい社会づくり。

・あらゆる人をしっかり包み込み受け入れる「ソーシャルインクルージョン」の考え方の必
要性。

【コミュニティ】 ・コミュニティの活動範囲のあり方についての検討。

・障害者など支援を必要とする人に対する地域の理解の促進。

・「テーマ型のNPO」と「知縁型のコミュニティ」の連携による、重層的なコミュニティづくり

や、社会的企業の参画促進。

・自律的な地域コミュニティづくりを促進するための、行政の体制の強化。
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第2部 くらし・経済・まちづくりの課題（活力・魅力部会意見まとめ）③

２ 経済の課題①

【雇用】 ・就業率の低い女性の就労を促進するための介護、子育てなどの支援や再就職支援。

・高齢者の就労促進。

・多様な人々に対応する多様な働き方など、個性を活かす就労促進。

・働き甲斐、働く意味といった人間教育が就業意欲につながる視点の必要性。

・今後成長の見込まれる労働集約型の介護・医療分野の産業育成。

【地域産業】 ・農地の有効活用に向けた農業の担い手間の連携。

・商業者自らが行う企画開発、人材育成の強化による商業の業としての活性化。

・農業、商業における硬直的な土地利用などに伴う資源の柔軟で効率的な利用の難し
さ

【社会的企業】 ・市民に対しての社会的企業の認知の方法。

・社会的企業のサービス・商品の消費などの前提となる社会的企業の評価。

・社会的企業等による若年無業者などに対する積極的な就労の場づくりの促進。

【観光】

・メディカルツーリズムの展開。

・コンベンション施設の機能の弱い現実。大型コンベンションセンターを活かした都市の
成長戦略の検討。

・神戸の魅力発信の手段としての150万人の市民の活用。

・ICTを活用した観光情報発信の弱さ。受信側に対応した情報発信。

・夜景観光や、都心域以外のウォータフロントなどの観光資源の活用。
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第2部 くらし・経済・まちづくりの課題（活力・魅力部会意見まとめ）④

２ 経済の課題②

【ものづくり産業】 ・中小企業が図面から忠実に作り上げる技術力の反面、提案力が弱いことへの対応。

・グローバル化によるコスト競争の激化。全国的な製造現場の海外流失。工業製品の
「地産地消（消費する国で製造する）」の動き。

・再生可能エネルギーなど低炭素社会に向けた取り組みの重要性。

・ものづくり人材の不足に対応した技能者や技術者の育成。

【みなと】 ・神戸経済に依然大きな割合を占める神戸港の活性化。

・みなとの機能の効率化によるコンテナ貨物の集約。

・神戸港での低炭素化に向けた取り組み。

・神戸空港の運用時間延長などの利便性の強化と関西３空港一元管理。

【文化】 ・文化を活かした観光や産業の活性化の視点の追加。

・居留地以外の西北神の広大な地域の文化についての活用。

・文化を活用した市民の一体感の創出。

【知の集積】 ・市民への高度医療の提供や、経済の活性化と雇用を生み出す医療産業都市構想へ
の市民理解。

・次世代スーパーコンピュータなどイノベーションの核に集まる企業と研究者の誘致。

・外資系企業の誘致のための多言語対応。

【デザイン（ものづくり
）】

・デザイナーの養成と活躍の場の確保。行政の支援窓口の必要性。
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第2部 くらし・経済・まちづくりの課題（都市空間部会意見まとめ）⑤

３ まちづくりの課題①

【すまい】 ・防災やみどりなども総合的に組み合わされて個々の住環境があると捉えるべき。

・人口減少社会での地域の助け合いを促進する集住のあり方。

【防災・防犯】 ・市民、事業者、行政の「なすべきこと」の明確化。

・東南海地震などに対応した都市機能の具備など記述内容の充実が必要。

・減災への個々の取り組みが、全体につながっていることを見せることが必要。

【自然保全】 ・緑地、森林など都市環境インフラとしてのみどりの重視。

・都市環境を改善するための六甲山の活用。

・神戸の特徴である海や河川を意識し、空間構造でも触れておくべき。

【低炭素社会】 ・スマートグリッドの取り組みなど低炭素社会実現に向けたモデル地域の検討。

・地域特性に合わせた省エネ技術の導入など利用に関する戦略が必要。

・大型客船などの停泊中における陸上電力の供給などの先導的な取り組みが必要。

【デザイン（まち）】 ・地形や自然がきれいなまち。欧米人が憧れる雰囲気があり強みとして活かすべき。

・神戸の山手の高級住宅地の維持。

・眺望景観の視点場の検討。恒常的な夜間景観による魅力の創出。

・デザイン都市・神戸について、市民を巻き込んで理解を深める取り組みが必要
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第2部 くらし・経済・まちづくりの課題（都市空間部会意見まとめ）⑥

３ まちづくりの課題②

【空間の全体像】 ・人口減少社会に対応した都市空間のあり方。

・道路や交通計画だけでなく、水やみどりの都市環境インフラの全体像への位置づけ。

・新しい環境産業などまちの活力と自然の保全などが共存できる計画にすることが必要

【土地利用】 ・縮退など社会情勢をふまえたディフェンスの計画づくりが必要

・ウォーターフロントの産業の土地利用のあり方と水辺空間の利用。

【交 通】 ・超高齢化に対応した公共交通だけでなく、パーソナルな移動手段への対応が必要。

・低炭素物流・交通社会に対応したLRTの導入など交通環境の形成。

・ストック活用による交通需要マネジメントが必要。

【地域特性に応じた地
域主体のまちづくり】

（密集市街地）

・地域でのあるべきまちの姿の共有と個々の建て替え時の適切な誘導。

（成熟したニュータウン）

・団塊の世代のまちづくりへの参画にターゲットを絞った取り組み。

（田園地域）

・農業の多様化に対する土地利用・景観のコントロール。

【リーディングエリア】 （都心・WF)
・個々の建築を誘導する全体プランの検討。車の乗り入れ規制など回遊性の向上。

（ポートアイランド）

・第１期部分の生活機能の低下。

（兵庫運河周辺）

・まちづくりへの企業参画の促進。
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第３部 くらし・経済の基盤を固める①

①

②

③

④

⑤

②

③

①

⑤

④

3.4%

5.6%

4.2%

5.5%

5.5%

5.0%

4.0%

3.3%

2.5%

4.6%

2.7%

2.7%

2.7%

3.5%

C/B

1.5%

2.3%

1.7%

2.3%

2.5%

2.2%

1.7%

1.3%

1.1%

2.2%

1.1%

1.1%

1.2%

1.6%

C/A

21,459

22,948

19,979

35,208

66,089

32,047

37,683

47,188

14,823

185,590

10,132

12,457

11,934

29,484

75歳以上
の

単独世帯

数（C）

632,653

412,247

477,664

639,480

1,203,312

641,455

935,511

1,443,350

592,578

4,024,884

369,571

456,749

434,539

833,796

一般世帯
数
（B)

8,489,653東京都区部

3,579,628横浜市

2,215,062名古屋市

1,176,314さいたま市

1,025,098仙台市

2,628,811大阪市

1,327,011川崎市

924,319千葉市

1,474,811京都市

1,154,391広島市

1,401,279

993,525

1,525,393

1,880,863

総人口
（A)

福岡市

北九州市

札幌市

神戸市

データ１：高齢単独世帯率の大都市比較

10,7879,4264,734要介護５

11,93010,3935,243要介護４

15,51413,6047,024要介護３

16,02514,1367,372要介護２

20,15317,8429,393要介護１

16,61815,0887,954要支援２

21,25619,3609,895要支援１

112,28399,84851,615
うち要介護・要支援認

定者

287,961279,876155,34675歳以上人口

2035年2025年2009年3月

要介護、要支援者数は、今後15年間で1.9倍、25年間で2.2倍に増加
することが予想されます。

神戸市の高齢単独世帯の比率は、総人口比で2位、世帯数比で3位と、高い状
況にあります。

データ２：要介護・要支援者数見込み※年齢別出現率が2009
年３月と同じと仮定。（出典：大都市比較統計年表から作成） （出典：神戸市保健福祉局調べ）
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第３部 くらし・経済の基盤を固める②

データ３：障がいのある人の人数の推移（実数及び推計）

障がい者数推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

人
数

身体障がいのある人

知的障がいのある人

精神障がいのある人

平成17～20年度の間に、身体障害者は9％、知的障害者
は16％、精神障害者は24％増えています。

11.8人→20.3人

15.6人→26.5人

0

5
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45

（

人
）

札

幌

仙

台

千

葉

川

崎

横

浜

名

古

屋

京

都

大

阪

神

戸

広

島

北

九

州

福

岡

平

均

19年の人口あたりの被保護人員数は，12大都市
中３位で平均より多く、平均と同様の伸びを示して
います。

データ４：被保護人員

（出典：大都市比較統計年表から作成 各年度実人員の平均値）

（出典：神戸市保健福祉局調べ）

 
                          21



第３部 くらし・経済の基盤を固める③

データ５：医師数及び病床数（人口10万人あたり）

データ６：生活情報センターへの相談件数の推移
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(

人

)

0

500

1000

1500

2000

2500

(

床

)

医師数

病床数1,294床

275人
284人

1,427床

人口あたりの医師数及び病床数は、いずれも12大都
市中８位で平均より少ない状況です。

＋4.9％△2.1％△2.4％△0.4％△4.3％対前年度比増減

10,985件10,474件10,702件10,968件11,015件架空・不当除く

△0.9％△15.2％△6.9％△27.8%34.8％対前年度比増減

12,963件13,084件15,427件16,565件22,949件件数

20年度19年度18年度17年度16年度年度

架空請求に関する相談件数が大幅に減少した一
方で、インターネットを利用した詐欺など、消費者
問題は年々複雑化・多様化しています。

（出典：厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤
師調査（平成18年12月）、病院報告及び
医療施設調査（平成19年10月）

より作成）

（出典：神戸市市民参画推進局調べ）
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第３部 くらし・経済の基盤を固める④

データ７：男女、初期就業時期別「非正規就業者として初職に就いた者」の割合

データ８：神戸市における所得別世帯割合の推移

1 4 .6 %

2 1 .5 %

4 1 .0 %

1 0 .2 %

2 1 .3 %

3 0 .4 %

5 1 .0 %

全 国 総 数 4 3 .8 %

全 国 男 性 3 1 .0 %

神 戸 市 総 数 4 4 .2 %

神 戸 市 男 性 2 9 .2 %
2 7 .2 %

6 .5 %

神 戸 市 女 性 5 4 .3 %
全 国 女 性 5 4 .3 %

0 %

1 0 %

2 0 %

3 0 %

4 0 %

5 0 %

6 0 %

昭 和 6 2 年 1 0 月
～ 平 成 ４ 年 ９ 月

平 成 ４ 年 1 0 月
～ ９ 年 ９ 月

平 成 ９ 年 1 0 月
～ 1 4 年 ９ 月

平 成 1 4 年 1 0 月
～ 1 9 年 ９ 月

全 国 総 数

全 国 男 性

全 国 女 性

神 戸 市 総 数

神 戸 市 男 性

神 戸 市 女 性

神戸市全国とも平成14年10月～19年９月に初職に
就いたものの４割が非正規雇用となっています。

所得別世帯割合
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 以
上

Ｈ１９

H14

Ｈ９

200万円以上～299万円未満の世帯が4.1％増加する
一方、700万円以上～999万円未満の世帯が4.2％減
少するなど、全体的に低位の割合が高まっています。

出典：平成19年就業構造基本調査

出典：就業構造基本調査
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第３部 くらし・経済の基盤を固める⑤

データ９：就業率（平成17年国勢調査）＞神戸市と大都市との年代別比較

データ10：各都市のH6年・19年 商店数・売場面積・販売額の比較

神戸では、平成19年と６年とで、売場面積が1.3
倍に増加しているが、商店数が２割減少し、販
売額が１割強減少しています。床面積あたりの
販売額の減少が激しくなっています。
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上

年代

男性　大都市平均

男性　神戸

女性　大都市平均

女性　神戸

神戸は就業率が低く、全国と比較しても、男
性では60歳以上で就業率が低くなり、女性
では、20歳代を除き、全体的に就業率が低く
なっています。（就業者÷15歳以上人口で算
出）

横浜+0.2

名古屋-7.0
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広島-17.6
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出典：平成17年国勢調査

出典：平成６年、19年商業統計
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第３部 くらし・経済の基盤を固める⑥

データ11：製造品等出荷額の大都市比較（平成２年・７年・12年・17年）

データ12：2006年度訪日観光客都市別訪問率
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H17：H2比

兆円 ％

神戸では、製造品等出荷額が減少傾向にあるが、
15年間の平均減少率は他都市と比べ少なくなっ
ています。

訪日観光客数は、東京都市部、大阪、京都、いわゆるゴールデンルートから外れており、比較すると観光客数が少ない状況です。

市街地 831

市街地 1,216

神戸港 217

神戸港 146
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データ13：平成６年・20年神戸市観光入込客数 データ14：平成20年神戸市観光入込

客数年代別構成比

出典：平成２・7・12・17 年工業統計

出典：国際観光振興協会 出典：神戸市観光動向調査 出典：神戸市観光動向調査

単位：万人
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第３部 くらし・経済の基盤を固める⑦

データ

31.7%

21.8%
17.5%

10.4%
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5.0%
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海外進出企業ベース 国内全法人企業ベース

資料：財務省「法人企業統計」、
経済産業省「海外事業活動基本調査」
・国内全法人の海外生産比率は、現地法人売上高
÷（現地法人売上高＋国内法人売上高）
・海外進出企業ベースの海外生産比率は、現地法
人売上高÷（現地法人売上高＋本社企業売上高）
・06年度は見込み

海外直接投資の増大に伴い、海外生産比率も増大傾向しています。
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『原子力発電機器などを含むボイラ・原動機製造業』
『鉄道車両・同部品製造業』　の製造品出荷額等も大きく、シェアも高い

神戸市の製造品出荷額等の全国シェアは0.86％

市内出荷額 単位：億円

全国に占めるシェア 単位：％

神戸市の製造品出荷額等の全国シェアは0.86％
です。例えば、鉄道車両のように30％を越えてい
る製造品は、全国でもトップの出荷額を占めてい
ます。

データ16：神戸市の製造品出荷額の多い順の出荷額及び全国に占めるシェア

データ15：製造業における海外生産比率の推移

出典：平成１７年工業統計
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第３部 くらし・経済の基盤を固める⑧
データ17：神戸港のコンテナ取り扱い量ランキング
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7,972香港１

千ＴＥＵ199２年順位

1,941基隆10

2,014ニューヨーク９

2,268ハンブルグ８

2,289ロサンゼルス７

2,608神戸６

2,751釜山５

3,961高雄４

4,125ロッテルダム３

7,560シンガポール２

7,972香港１

千ＴＥＵ199２年順位

1,098名古屋23

1,729東京14

1,887横浜11

1,098名古屋23

1,729東京14

1,887横浜11

9,460青島10

9,900ハンブルグ９

10,250高雄８

10,650ドバイ７

10,790ロッテルダム６

13,270釜山５

21,100深セン４

23,880香港３

26,150上海２

27,900シンガポール１

千ＴＥＵ2006年順位

9,460青島10

9,900ハンブルグ９

10,250高雄８

10,650ドバイ７

10,790ロッテルダム６

13,270釜山５

21,100深セン４

23,880香港３

26,150上海２

27,900シンガポール１

千ＴＥＵ2006年順位

2,420神戸44

2,890名古屋35

3,230横浜31

2,420神戸44

2,890名古屋35

3,230横浜31

付加価値額の市内生産所得に対する比率は34.7％となっており、その内訳は、港湾物流産業と活用産業で22.7％、港湾親水関連の12.0％となっていま
す。

アジア諸国の台頭に加え、地方港の整備、震災の影響もあり、相対
的に神戸港の地位が低下しています。

2007年

34.7%14,59428.7%197,443上記 市内生産者所得比率④＋⑦

12.0%5,04212.4%85,010小計⑤＋⑥⑦

2.6%1,0832.3%16,042港湾親水関連（間接効果）⑥

9.4%3,95910.0%68,968道路旅客運送業、飲食・宿泊業等港湾親水関連（直接効果）⑤

22.7%9,55216.3%112,433小計①＋②＋③④

4.7%1,9904.2%29,491港湾物流産業＋活用産業（間接効果）③

12.7%5,3457.2%49,624食料品製造業、貿易業、鉄鋼業、造船業等港湾活用産業（直接効果）②

5.3%2,2174.8%33,318海運業、倉庫業、港湾運送業等港湾物流関連産業（直接効果）①

市内生産者
所得比率

付加価値
額（億円）

全就業者
数比率

就業者
数（人）

（主な内容）産業部門

データ18：神戸港の経済効果（平成15年の市内生産所得に占める神戸港の経済波及効果も含めた付加価値額の推計）

出典：Containerisation International

出典：みなと総局調べ
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

ともに支えあう社会
をめざす

(1)支援制度の充実・重層化等の推進

(2)支援体制の充実

(3)きめ細かい対応の強化

(4)地域での活動や就労等に対する支

援

(5)地域における支えあいの推進

・保健・医療・福祉及び雇用や住宅等の施策が連携した
総合的・専門的かつ継続的な対応の推進

・身近な相談窓口におけるワンストップサービスの提供

・福祉等の担い手（支援サービス事業者、社会的企業、
NPO等）の社会的認知度の向上、さらなる活性化

・障害者等の雇用機会の創出

安心なくらしを支え
る

(1)健康づくりの推進

(2)すまいの環境をまもる

(3)消費者問題への取り組みの充実

・新型感染症等の被害の発生防止・拡大防止に向けた
健康危機管理の充実

・小児救急をはじめとした救急医療体制の充実

・こころの健康対策のための普及啓発、相談対応、ネッ
トワーク強化等の推進

・誰もが安心して暮らすことができるよう住宅困窮者の
居住の安定化等の推進

・消費に関する情報提供、検査機能の充実

働きやすさと働く場
をつくりだす

(1)ワーク・ライフ・バランス戦略

(2)就業能力の向上

(3)雇用のミスマッチへの対応

(4)市民生活の基盤である安定した雇

用の場の確保

・多様な働き方の推進による幅広い人材活用やその前
提となる待機児童解消など福祉サービスとの連携

・高齢技能者による若者への技能伝達や、大学等を活
用した学び直しに対する支援

・職業安定所と福祉事務所の連携による市民に身近な
場所での個人の能力、経験等を勘案した就労支援

・企業誘致の推進などによる働く場の確保

第３部 くらし・経済の基盤を固める⑨

【取り組みの方向性①】

 
                          28



テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

地域の産
業の活性
化

(1)市民の生活に結びついた農漁業の活性化

(2)すぐれたデザインを核とした神戸の生活文化産
業の活性化

(3)地域の商業の活性化

(4)地域住民のくらしを支えるサービス産業の活性

化

(5)社会的企業が活躍しやすいしくみづくり

・企業やNPOの農業への参入による農業以外のノウハウの活用

や、地産地消の推進

・すぐれたデザインと企業が出会う場づくりの推進

・新規開業、新規分野の開拓、サービス技術の向上など個店の
魅力向上による「業」としての活性化への支援

・行政業務の外注化など社会的企業の領域拡大

・若年無業者が労働市場へ戻るきっかけづくりへの社会的企業の
活用

集客観光
の強化

(1)滞在型観光の推進

(2)観光資源の創出と活用

(3)神戸の魅力の発信

(4)おもてなしの充実

・MICE（企業内会議、報奨旅行、コンベンションなど）の誘致やメ

ディカルツーリズムの推進

・クルーズ船の母港としての神戸観光の結節点化

・地域に根ざした着地型観光資源の発信

・150万市民や観光特使など人的ネットワーク活かした情報発信

・ホスピタリティの向上や観光のユニバーサルデザインの充実

ものづくり
の技術の
向上と発信

(1)新たな成長分野で活躍する企業の集積と展開

(2)産学官連携による優れたものづくり技術開発に
向けた支援

(3) ものづくり産業におけるプロダクトデザインへの
支援

(4)ものづくり企業の販路開拓支援

(5)新産業創造に向けた起業家などへの支援

・鉄道車両や原子力発電関連機器など低炭素社会に貢献するイ
ンフラやエネルギー関連分野の集積強化と産業振興

・大学や研究機関等との技術連携

・ものづくり企業への次世代スパコンの利活用

・中小企業の国内外への販路開拓強化

・新分野への進出に取り組む中小・ベンチャー企業など有望な事
業計画に対する事業化支援

多様な企
業集積を生
み出すみな
との形成

(1)国際水準の質の高い港湾機能を備えたみなとの形成

(2)利用者ニーズに対応した神戸空港の機能充実

(3)海事産業の集積を活用した産業活性化

(4)臨海部における産業用地の有効活用

(5)利便性の高い都市基盤と知的プロジェクトを活用した

企業誘致

・スーパー中枢港湾の形成（高規格コンテナターナルの形成と集
約化） ・内航フィーダー網の活用

・海事産業（海運・造船、客船など）の集積を活用した産業活性化

・神戸空港の運用時間の延長や国際ビジネス便等の受入など利
便性の向上

・利便性の高い都市基盤や知的プロジェクトを活用した企業誘致

第３部 くらし・経済の基盤を固める⑩
【取り組みの方向性②】
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第４部 次世代のまちをつくる①

23.4 24.9 25.7
28.7 28.8

60.0

0

10

20

30

40

50

60

70

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 目標値

（
％

）

UDの認識度は年々上がっていますが、まだ目標値
に対して半分に達していない状況です。

44,75443,65143,98944,41444,10544,90644,70844,12943,35742,685計

4,0183,7863,8013,8923,7413,7333,5493,3923,0652,840その他

641603647724600710858890791792ブラジル

991874849790790732663648627537ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

1,0741,0721,0661,0651,0471,0341,0301,0301,0291,070インド

1,2931,2701,3071,2691,2701,2091,2771,3171,3731,390米国

1,4431,3341,2691,2081,1041,0751,0611,027985945ベトナム

14,23612,68012,56312,43112,02412,31911,71010,81010,1079,488中国

21,05822,03222,48723,03523,52924,09424,56025,01525,38025,623
韓国・
朝鮮

H２１H２０H１９H１８H１７H１６H１５H１４H１３H１２

データ１：ユニバーサルデザインの言葉も考え方も知っている市民の割合

データ２：外国人登録者数の推移

市内外国人登録者数の約半数を韓国・朝鮮籍の人が占めています。近年は、中国籍やベトナム籍、フィリピン籍の人の比率が高まってきていま
す。

（神戸市民1万人アンケートより）

（出典：国際文化観光局調べ）
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第４部 次世代のまちをつくる②
データ３：合計特殊出生率 １２都市比較（平成１２年・１７年）

札幌

仙台

千葉

横浜

京都

神戸

広島

福岡

平均

仙台

千葉

横浜 川崎

川崎

名古屋

名古屋

京都

大阪

大阪

神戸

広島

北九州

北九州

福岡

平均

7

8

9

10

11

12

2年 7年 12年 17年 19年

(

人

)

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

札

幌

仙

台

千

葉

川

崎

横

浜

名

古

屋

京

都

大

阪

神

戸

広

島

北

九

州

福

岡

平

均

1.23→1.15
1.25→1.16

合計特殊出生率は、12大都市中のほぼ平
均となっていますが、出生率は平均よりも下
回っています。そして、いずれの数値も低下
傾向にあります。

データ４：出生率（人口千対）１２都市比較（平成１２年～19年）

（出典：厚生労働省 人口動態統計）

（出典：厚生労働省 人口動態統計）
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第４部 次世代のまちをつくる③
データ５：保育所利用児童数と待機児童数の比較（平成５年・２０年、待機児童数は２０年のみ）（人口1000人あたり）

データ６：授業が分かる児童生徒の割合（平成15～19年度 神戸市学力定着度調査）

0
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幌
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千

葉

川

崎
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浜
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京
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阪
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広
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福

岡

平

均

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

待
機
児
童
（
人
）

利
用
児
童
（
人
）

待機児童数

8.89人→12.24人 10.60人→13.39人

0.32人
0.25人

20年の人口あたりの保育所利用者数は12大都市平均中７位で平均よりも低く、待機児童数は４位で平均よりも多い状況です。

1.7％

1.8％

2.0％

1.5％

1.0％

ほとんど分
からない

7.4％

9.5％

7.9％

8.0％

9.3％

分からない
ことが多い

61.1％

59.0％

59.5％

58.9％

55.6％

だいたい分
かる

29.5％

29.2％

30.5％

31.4％

34.0％

よく分かる

15年度小５

16年度小５

17年度小５

18年度小５

19年度小５

90％以上

目標値
（2010ビジョン）

90.6％

88.2％

90.0％

90.3％

89.6％

※学校の授業が分
かる児童生徒

4.1％

4.0％

4.8％

1.9％

4.2％

ほとんど分
からない

22.9％

19.5％

24.4％

23.6％

21.3％

分からない
ことが多い

63.6％

64.7％

62.1％

62.7％

61.8％

だいたい分
かる

9.2％

11.5％

8.7％

11.8％

12.6％

よく分かる

15年度中２

16年度中２

17年度中２

18年度中２

19年度中２

80％以上

目標値
（2010ビジョン）

72.8％

76.2％

70.8％

74.5％

74.4％

※学校の授業が分
かる児童生徒

(出典：利用児童数は大都

市比較統計年表 平成５年は
６年３月、20年は同年４月現

在。待機児童数は厚生労働
省ホームページより作成)
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第４部 次世代のまちをつくる④

データ ７：子どもたちの地域行事等への参加率の推移（神戸市保健福祉局及び教育委員会指導課調査）

75％69.4％73.2％73.7％65.3％65.5％73.1％中学校2年生

85％85.9％84.1％82.7％86.7％81.1％80.1％小学校５年生

目標値
(2010ﾋﾞｼﾞｮﾝ)

20年度19年度１８年度１７年度１５年度１２年度

データ ８：地域で子どもの見守りや青少年の健全育成の手助けをしている市民の割合
（市民参画推進局「神戸市民１万人アンケート」）

30％15.7％14.0％13.4％12.3％19.3％

目標値
(2010ﾋﾞｼﾞｮﾝ)

20年度19年度１８年度１７年度１６年度

26.8%

21.6%
18.7%

28.0%
30.5% 30.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 目標値

データ ９：日常的に文化活動を行っている人の割合（神戸市１万人アンケート）

設問には、文化活動※として、音楽、茶道、華道、書
道、舞踏、写真、文芸、手芸、料理等の習い事も含む。
とし、自ら行う創作活動を意図した。
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第４部 次世代のまちをつくる⑤
データ10：神戸らしさの調査

１６．２％自然豊かなまち

１．９％その他１８．５％グルメなまち

１．５％スポーツのさかんなまち３３．１％景観の美しいまち

２．７％大学の多いまち４４．１％おしゃれなファッションのまち

４．６％先取的なまち４５．７％みなとまち

８．１％開放感があふれるまち５１．６％震災を経験したまち

１５．８％気候が温暖なまち５２．１％国際的で異国情緒があふれるまち

割合項 目割合項 目

「問：神戸らしさについてどのようなイメージをお持ちですか」上記選択肢のうち３つ選択。国際的で、異国情緒があふれるまちが１位となっていま
す。

出典；2004年（平成16年）年度「神戸市民１万
人アンケート」）
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大学、短大

研究開発機関

データ11：大学・短大学校数および学術・開発研究機関数（人口10万人あたり）

（出典：大都市比較統計年表から作成）

5.51機関

1.77校

4.49機関

1.33校

人口あたりの大学数は12大都市中２位、
研究機関数は３位で、いずれも平均を
上回っています。
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第４部 次世代のまちをつくる⑥
データ12：神戸医療産業都市構想企業誘致件数（新規創業含む）

ベンチャーベンチャー

大企業

中小企業

4343%%

22%%

32％

大学 3%

ベンチャーベンチャー

大企業

中小企業

4343%%

22%%

32％

大学 3%

研究開発

製造・
サービス提供

営業

48%

38%

14%

162社の構成

【企業種別】 【企業形態】

平成21年12月16日現在で、医療産業都市構想公表以降の進出企業などが１６２社・団体になっています。

（出典：神戸市調べ）

単位：社・団体
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

一人ひとりを
大切にする

(1)一人ひとりを大切にする意識

(2)誰もが参画できるしくみ

(3)安全・安心で快適なまち

(4)誰もが使えるものづくり

・人権尊重、多様性の尊重、男女共同参画など、ユニバ
ーサルデザイン（UD）の意識づくり

・すべての人が社会参画しやすい、UDのしくみづくり（例

．障害者の移動支援、医療体制充実、就労支援等）

・すべての人が暮らしやすく訪れやすい、UDのまちづくり

・誰もが使いやすい、UDのものづくり

子育てを社会
全体で支える

(1)地域における子育て支援の充実

(2)仕事と子育ての両立支援

(3)母性並びに子どもの健康の確保と増

進

(4)子どもの安全・安心の確保と生活環

境の整備

(5)要保護児童への対応

・さまざまな世代の参加による地域での子育て支援の充
実

・子育てに対する前向きな意識づくりなど次代の親づくり
、家庭の子育て力向上

・母子保健の推進や小児救急医療体制の充実

・発達障害や児童虐待等への対策の充実

こうべっ子を育
む

(1)「確かな学力」「豊かな心」「健康・体

力」の基礎基本の定着による、生きる
ための基盤の形成

(2)学校・教職員の力の向上と教育環境

の整備

(3)みんなで子どもの未来を応援するしく

みづくり

(4)生涯学習の推進

(5)スポーツの充実

・防災教育、環境教育、国際理解教育など特色ある教育
の推進

・人権教育や市民としての意識づくりなど豊かな心の育
成

・家庭・地域・学校の連携強化や、教育を支援するNPO
団体・ボランティア人材等との連携など、みんなで子ども
の未来を応援するしくみづくり

・生涯学習の成果を地域に還元するしくみづくり

・「する」「みる」「ささえる」スポーツの振興

第４部 次世代のまちをつくる⑦

【取り組みの方向性①】
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

神戸らしい文化を
つくる

(1)市民の主体的な文化活動への支援

(2) 文化芸術の創造主体を育む

(3)文化芸術を活かしたまちづくり

(4)文化芸術を活かした産業や賑わいの

創出

(5)神戸の文化を活かした都市ブランド

の創造

・文化施設の連携促進、文化芸術の体験機会の充
実

・NPOなどが文化芸術活動を支える仕組みづくり

・既存ストックの活用による芸術文化がもつ創造性を
感じるコアエリア・界隈の創出

・文化芸術が有する創造性の産業活性化への活用

・神戸が発祥の地となる分野を活かした取り組み

学とともに明日の
神戸をつくる

(1)「大学等」と「地域」、「産業界」、「行政

」の連携の一層の強化と発信

(2)大学等の教育機能との積極的な連

携

(3)大学等の知的資源・人的資源との積

極的連携

(4)産業界などとの連携による新たな価

値の創造

・大学連携支援室を中心に大学と地域、産業界、行
政の連携強化

・地域等のニーズと大学のシーズのマッチング

・大学の多様な特長を活かした人財の育成・集積

・大学の特長を活かした地域・まちづくり支援

・産業界との連携による新たな価値の創造

・雇用の場の創出・社会的企業の育成

「知の集積」によ
る新たな価値の
創造

(1)神戸医療産業都市構想の推進

(2)次世代スーパーコンピュータの利活

用

(3)世界に向けての知の交流・連携

・医療関連企業・病院群の集積によるイノベーション
の加速と市民への高度医療サービスの提供

・世界最高水準のスーパーコンピューティング研究
開発拠点の形成とシミュレーションでの利活用

・関西全体でのスーパークラスターの形成と海外の
世界的クラスターとの連携

第４部 次世代のまちをつくる⑧
【取り組みの方向性②】
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第５部 持続可能なまちをつくる①
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データ１：住宅耐震化率（耐震改修促進計画における推計値）

住宅の耐震化率は12大都市中最も高くなっ
ています。
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19年の人口あたりの刑法犯認知件数は，12
大都市中６位で平均より多く、他都市平均が
減少しているのに対し、神戸市は増加してい
ます。

データ２：刑法犯認知件数 （人口1,000人あたり）（平成４年・19年）

（出典：都市計画総局調べ 平成15年推計値 ただし千葉、
大阪は19年推計値）

（出典：大都市比較統計年表から作成）
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第５部 持続可能なまちをつくる②

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6.主に山の手に展開する緑豊かな住宅地

5.ニュータウンなどで緑豊かになった住宅地

4.川沿いのマツやサクラなどの並木

3.市街地の街路樹

2.神社や公園などに古くからある木々

1.六甲山を中心とした山並み

データ３：緑に関する市民の意識 （「神戸らしい緑を感じる景観」に対する回答から）

（出典：H19年度 神戸市民 1万人アンケート）

１「六甲山を中心とした山並み」が圧倒的に高く、神戸の
シンボルとしての意識が高い状況がうかがえます。

２「神社や公園などに古くからある木々」がそれに続いて
います。

概ね横ばい傾向であり、各部門とも今後、削減への取り組
みを強化していく必要があります。

データ４：神戸市域の部門別エネルギー消費量

（出典：環境局資料）
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第５部 持続可能なまちをつくる③

運輸部門のCO２排出量の７５％を占める自動車のエネル
ギー消費量は、低燃費化等により2001年以降は減少傾
向にあります。
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データ５：運輸部門におけるエネルギー消費量

データ６：市民１人１日あたりごみ量政令市比較（平成19年度実績）

（出典：環境局調べ）

家庭系ごみ量では神戸市が最も排出量が多い状況で
す。
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

安全にくら
せるまちを
つくる

(1)防災意識の高揚

(2)協働による安全なまちづくり

(3)大規模災害などに対応した都市基盤等

の整備・維持管理

(4)土地の使い方の工夫などによる安全性

を向上させる取り組み

・防災教育の推進、国内外への発信

・関係機関との連携強化

・防災中枢拠点(危機管理センター)や防災総合拠点の耐震化

、施設の整備・充実

・地域における防犯活動の推進

美しく魅力
あるまちを
つくる

(1)水と緑など自然環境を活かしたまちづく

り

(2)地域特性を活かした神戸らしいまちなみ

の形成

(3)都心域をはじめとした海・まち・山を眺め

られる景観の保全・育成

(4)美しく魅力あるまちをつくるためのしくみ

の充実

(5)自然共生社会の実現に向けた取り組み

・六甲山系などの自然環境や景観の保全に向けた協働による
取り組み

・見晴らし型、見通し型の眺望景観の誘導

・特色ある夜間景観の形成に向けた取り組み

・山から海までの水とみどりのつながりを意識した生態系ネッ
トワークの形成

低炭素社
会を実現
するまちを
つくる

(1)低炭素社会実現に向けた都市構造

(2)エネルギーの効率的な利用によるまちづ

くり

(3)低炭素社会に貢献する産業の振興

(4)CO2削減にも貢献する循環型社会の実

現に向けた取り組み

・コンパクトなまちづくりの推進（住宅の新規開発による市街化
区域の拡大を原則抑制、利便性の高い地域への商業・業務
機能の強化、共同住宅の立地誘導など）

・低炭素社会を実現するための交通環境の形成（広域・公共
交通ネットワークの維持・形成、公共交通の利用促進による
市街地への自動車の流入抑制）

・再生可能エネルギー・省エネルギーの普及促進

・低炭素社会に貢献する産業（エネルギー関連分野など）の振
興

・循環型社会の実現（３Ｒの推進）

第５部 持続可能なまちをつくる④
【取り組みの方向性】
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１ 都市空間の全体像

「人と自然との共生ゾーン」を中心とした、良好な営農環境、生活環境、自然環境の整備・保全など活用
を図るべき地域

田園のゾーン

まちのゾーン 既存の市街地を中心とした、多様な都市機能を活かし、持続可能なまちづくりを図るべき地域

みどりのゾーン 「緑の聖域」を中心とした、六甲山系や帝釈・丹生山系など自然環境の適正な保全育成を図るべき地域

基本的視点基本的視点

第６部 神戸づくりを支える都市空間①

①産業エリアの機能強化（臨海産業エリア、内陸新産業エリアなど）
②メガ･リージョンにおける活力・魅力あふれるエリアの創出 （都心域など）
③地域拠点・連携拠点の機能強化
④海・空・陸の広域交通ネットワークの形成

（神戸港・神戸空港の機能強化、広域・主要公共交通ネットワークの維持・形成）

活力と魅力にあふれる人が交流・融合する「みなと」の創造活力と魅力にあふれる人が交流・融合する「みなと」の創造

神戸を構成するゾーン神戸を構成するゾーン

・あらゆる災害に対応し、くらしの安全をまもる都市空間 ・人と環境にやさしい都市空間
・デザインの視点で磨かれた魅力ある都市空間 ・活力を創造する都市空間
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第６部 神戸づくりを支える都市空間②

周辺

周辺
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テーマ 課題

秩序ある土地利用をめ
ざす

・生活利便性の低い地域での空き地・空き家の発生による防災・防犯上の懸念

・商業地における商店街などの衰退、高層マンションと周辺地域との調和

・工業・流通業務地における産業機能の確保

・良好な田園環境の維持

・緑地地域における重要度を増す自然緑地等の保全

海・空・陸の総合的な交
通環境をつくる

・西日本のハブ港をめざす神戸港の機能強化

・人、情報の交流拠点としての神戸空港の利便性の向上

・広域交通ネットワークの未開通区間への対応

・低炭素社会や超高齢社会に対応した移動手段の確保

地域が主体的に取り組
み地域環境をつくる

・密集市街地における狭隘な道路・防火対策、建替困難地域での空家の増加

・成熟したニュータウンにおける地域活動の停滞・住み替え需要への対応

・田園地域における担い手の不足による農地荒廃、地域コミュニティの活力低下

活力・魅力にあふれるリ
ーディングエリアを創出
する

・都心とウォーターフロントにおける機能面・空間面での一体化

・ポートアイランドにおける「知の拠点」にふさわしい都市アメニティの向上

・兵庫運河周辺における産業・歴史資源など地域資源の活用、ものづくり産業と
まちづくりとの連携

第６部 神戸づくりを支える都市空間③

【課題】
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

秩序ある
土地利用
をめざす

(1)まち

のゾーン
①住宅の新規開発による市街化区域

の拡大の原則抑制

②歩いて暮らせるコンパクトな都市構
造の維持・充実

③産業エリアにおける更なる集積・機
能拡充

・都心域や地域拠点等における都市機能の強
化

・六甲山系等の山麓部でのゆとりのある住宅地
の誘導

(2)田園

のゾーン
①田園集落の活性化

②良好な田園環境を保全・活用する
秩序ある土地利用の推進

・田園地域における今後想定される多様な土地
利用に対応するための市街化区域に準じた秩
序ある土地利用の推進

(3)みどり

のゾーン
・みどりの聖域の保全・育成 ・六甲山系南麓の緑地の積極的な保全・育成

海・空・陸の総合的
な交通環境をつくる

(1)交流を促進し、人にやさしい交通環

境の形成

①広域交通ネットワークの形成

②地域における交通ネットワークの形成

③都心域を中心とした魅力的な交通環境の

形成

(2)経済を活性化し、環境にやさしい交

通環境の形成

・すべての人に優しく暮らしやすいまちづくりを支え、低
炭素社会を実現する交通ネットワークの維持・形成

・神戸空港の利便性の向上などを図るため、航空路線
ネットワークの拡充

・パーソナルな交通手段に対応した交通環境の形成

・都心・ウォーターフロントでの環境にやさしい公共交通
の導入

・西日本のハブ港をめざす神戸港の物流機能の強化と
、それを支えるミッシングリンクの解消による広域幹線
道路ネットワークの形成

第６部 神戸づくりを支える都市空間④
【取り組みの方向性①】
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

地域が主体
的に取り組み
地域環境を
つくる

(1)密集市街地 ①地域特性を踏まえた身近な道路の
整備と建物の耐震化・不燃化

②空閑地の有効活用

・地域ルールに応じた道路整備と沿道建物の建て
替え時の適切な誘導

・空地・空家の地域内での有効活用（共用空間等）

(2)成熟したニュ
ータウン

①地域コミュニティの強化

②多様な主体の協働による地域活動
の展開

③良好な住環境を保全・育成するため
のまちづくりの展開

・団塊の世代などの地域活動への参加機会の創出

・商業施設、公共公益施設などの運営支援

・住民ルールの策定支援や住み替え支援、公益施
設の機能転換

(3)田園地域 ①田園集落の活性化

②都市と農村の交流促進

・里づくり協議会による取り組みへの支援

・担い手不足が深刻な地域での新しい人々との融
合を図るためのコミュニティ形成への支援

・住民の移動手段を確保するための取り組み支援

活力・魅力に
あふれるリー
ディングエリ
アを創出する

(1)都心・ウォータ

ーフロント
①港の歴史を継承し「みなと・まち・や

ま」をつなぐ

②ウォーターフロントへの都心機能の
導入による、新たな魅力と活力にあ
ふれる賑わい空間の形成

③都心とウォーターフロントを一体とす
る回遊ネットワークの形成

・都心・ウォーターフロントにおける将来構想をとり
まとめ、「港都 神戸」の創生をめざした取り組み
の推進

・魅力的な夜間景観づくり

・創造産業拠点「ウォーターフロント都心」の形成

・環境にやさしい公共交通機関の導入

(2)ポートアイラン
ド

①新たな活力・知を創造するまちの創
出

②魅力的で質の高い都市空間の形成

・空港島とポートアイランドとの一体的なまちづくり

・高質な都市空間の形成を通じた知のクラスター創
出に資する空間形成

(3)兵庫運河周辺 ①低炭素社会の構築に貢献するもの
づくり産業と調和した地域の活性化

②兵庫運河周辺の魅力の向上

・地域資源の活用や世界に誇るものづくり産業と調
和した魅力・活力のあるエリアの創出

・運河を背景とした景観の形成

第６部 神戸づくりを支える都市空間⑤
【取り組みの方向性②】
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テーマ 課 題

ともに取り組む神戸づくり ・複雑化・多様化する行政需要や地域課題への対応

・市民の声やニーズをきめ細かく、適時・的確に把握する必要性

・行政への信頼のゆらぎ、透明性の一層の向上への期待

・市民の声の行政への反映への期待

・明確な役割分担、受益と負担をふまえた行財政改革の推進の必要性

市民の満足を高める効率的な経営 ・厳しい財政状況下にあっても、市民の満足度と効率的な行政を両立させる必要性

・多様化する地域課題や市民ニーズに即応する柔軟な行政システム（※）の構築の必要性

・効率性、補完性や財政健全化法をふまえた外郭団体のあり方の見直しの必要性

・PDCAサイクルのさらなる推進

・職員のさらなる能力向上や多様な人材の登用、組織の活性化

地域主体のまちづくり ・地域社会との関係の希薄化

・地域組織の役員の高齢化や後継者不足、組織加入率の低下

・地域ニーズへのきめ細かな対応の必要性

地域主権を確立する ・経済のグローバル化が進む中、関西全体の発展の必要性

・市域を超える行政需要への対応

・近隣地域の中核都市としての神戸の役割への期待

・大都市特有の財政需要に対する税制上の措置不足

・国と地方の税配分における構造上の問題

第７部 ともに取り組む神戸づくり①

【課題】

※ 行政システム ： 行政機能を発揮するための行政組織（人員）、行政手続、業務運営などのしくみ
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

ともに取り組む
神戸づくり

(1)ともに情報を共有し、協働と参画の前提

となる「きずな」を強固にする

(2)多様な担い手の参画のもと、ともにまち

づくりを進めるしくみづくり

・積極的な広報・広聴に向けたしくみづくり

・行政の透明化の一層の推進

・きめ細かな調査・統計や政策効果の把握の充実

・協議や対話の場など、政策形成過程への市民参画機会の拡充

・さらなる行財政改革の推進 （受益と負担の適正化・役割分担）

市民の満足を
高める効率的な
経営

(1)柔軟で機動的な行政システムの構築

(2)効率的な経営を支える「神戸版」PDCA
サイクルの確立

(3)総合的人材マネジメントの推進

・市民のニーズに即応する柔軟な行政システムの構築

・民間活力の導入／外郭団体の経営チェックの強化と外郭団体の再
編促進

・選択と集中、予算、人事、組織が連動した「神戸版」PDCAサイクル

の確立

・職員提案制度充実など、職員のやる気を一層引き起こすしくみづくり

・外部人材など多様な人材の登用／多様な勤務形態の導入

第７部 ともに取り組む神戸づくり②

【取り組みの方向性①】
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テーマ 取り組みの方向性 取り組み例

地域主体の
まちづくり

自律的な地域コミュニ
ティづくり

(1)人と人とのつながりが豊かな地域コミュニティ

(2)地域を支える人財等の育成

(3)地域活動に参加しやすいしかけ

(4)ゆるやかな連携（地域ネットワーク）の促進

(5)地域の実情に応じた地域活動支援

・福祉、子育て、防災、まちの美化などを通

じた地域のつながりの醸成

・団塊の世代など幅広い世代の地域活動へ

の参加促進

・大学との連携による地域活動支援

・専門家の派遣など、オーダーメード型の地

域活動支援メニューづくり

地域を支えるしくみ ・地域担当制の強化によるまちづくり支援体制の充実

・地域の実情や本庁との役割分担をふまえた区役所機能の弾力的見直し

・区長権限の強化

地域主権を
確立する

広域行政の推進 ・関西４都市における事業連携・情報共有の強化

・神戸隣接市・町長懇話会などによる連携・相互補完関係の強化

大都市制度の確立 ・指定都市市長会、関西４都市市長会議等における連携

・新たな大都市制度の創設に向けた取り組み推進

第７部 ともに取り組む神戸づくり③

【取り組みの方向性②】
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むすび ： 人財が集い、交わり、活きるまちづくりへ
～「デザイン都市・神戸」の実現～

平成5年9月20日議決新・神戸市基本構想 (目標年次：2025年）

基本理念：世界とふれあう市民創造都市

市民の豊かで安定した暮らしを支える基盤として、人・物・情報の交流を生かしながら、人材を育て、

新たな文化や産業を創造し、国内はもとより世界に向けて発信する神戸でなければならない。

基本構想の策定から１６年あまりが経ち、社会経済情勢の変化など新たな課題に直面

・生産年齢人口の減少

・激化する国内外の他都市との人財獲得競争

・増加するリタイア後の団塊世代や高齢者の活躍の場づくり

・協働と参画で進める地域づくり・まちづくりにおける担い手不足

・文化・産業における新たな価値の創造による魅力・活力の向上の必要性

・選ばれるまちであるために、「神戸らしさ」に磨きをかける必要性 ・・・

課 題

これからの神戸が、活力・魅力を高め、「きずな」やこころの豊かさが感じられるまちへと成長していくためには、

人財の集積・交流・活躍が不可欠

（世界とふれあう市民創造都市より一部抜粋）

そのためには
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協働と参画により 「デザイン都市・神戸」を実現し、

人財が集い・交わり・活きるまち神戸へ

取り組みの方向性 ①

「デザイン都市・神戸」の取り組み

デザインの視点で「神戸らしさ」に磨きをかける

融合

新たな価値の創造

新たな「産業」や「文化」の創出

神戸独自の新たな魅力

都市としての魅力・活力の向上

「くらし」の豊かさ・「こころ」の豊かさ

住 み 続 け た く な る ま ち

訪 れ た く な る ま ち

持 続 的 に 発 展 す る ま ち

人財が集い・交わり・活きるまち 「神戸」
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人財を活かす観点での施策展開

取り組みの方向性 ②

○ 豊かな経験・ノウハウを持つ高齢者、団塊世代の退職者などが、あらゆる分野で活躍できる場を創出

○ 企業の誘致などによる若者の雇用の場の拡大

○ ワーク・ライフ・バランスや企業のダイバーシティの推進 ・・・ など

エピローグ ： １世紀前の先人たちに学ぶ （観音林倶楽部・賀川豊彦など）

明治の終わりごろ、風光明媚な住吉村（現在の神戸市東灘区近辺）に当時の財界人たちがこぞって邸宅を構え、

日本における地域コミュニティーやクラブサロン活動の先駆けとなる「観音林倶楽部」を明治４５年に設立し、その後

の甲南学園や甲南病院、さらには灘購買組合の創設の礎となっていきました。

特に灘購買組合の設立には、当時友愛と共同の精神のもとに貧しい人々の救済のために活動を続けた社会運動家

賀川豊彦も参画するなど、まさに神戸の地に集ったこれら「人財」の交流が、その後の「人々が互いに協同し、生活を

守り合う」気風や市民活動につながっていったと言えます。

観音林倶楽部の設立や賀川豊彦の献身的な諸活動から100年を迎えるにあたり、私たちは今一度先人たちに学び、

多くの人財が集い・つながることで、新たな地域コミュニティが形成され、協働と参画のもとにまちが飛躍的に発展して

いくすがたを2025年に向けて再現していきます。

これからの神戸づくりを行うのはとりもなおさず、わたしたち市民も含めた「人財」にほかなりません。

観音林倶楽部が設立されて100年という節目の年である2011年を起点に、これからの神戸づくりに向かって、ともに

集い、ともに交わり、そしてともに活きていきましょう。
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